
　平成元年12月、土地についての憲法ともいうべき

土地基本法が成立しました。土地基本法では、土地に

関する施策の総合的かつ効率的な実施を図るため、国

や地方公共団体は土地に関する調査を実施し、国民に

情報を提供するよう定めています。

　地籍調査は、土地の所有及び利用に関する最も基礎

的な調査であり、あらゆる土地政策の基礎となるもの

です。現在は、令和２年度に策定された第７次国土調

査事業十箇年計画に基づき調査を行っています。
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　土地に関する基礎的な資料として、登記所に土
地登記簿と、いわゆる公図が置かれています。
　それらの多くは、明治の初めにつくられたもの
を元にしており、測量の精度が低く、実際の土地
と異なっている場合があり、土地に関するトラブ
ルの原因ともなっています。
　そこで、最新の測量技術による地籍調査を行い､
正確な地図を作る必要があります。

　地籍調査は、現にある境界を既存の資料や所有
者の立ち会いのもとに確認していく作業です。
　立ち会わないと境界を決めることができず､「筆
界未定」という処理がなされ、あとでトラブルが
起きることがあります。

字限図と地籍図とでは
正確さが全然違います。



　地籍図と地籍簿は、土地所有者の皆さんに確認して
いただいた後に、市町村などに保管され、その写しは
登記所に送付されます。
　登記所では、地籍簿の写しをもとに土地登記簿を修
正し、地籍図の写しは登記所備えつけ地図として登記
事務に活用されます。
　このようにして、地籍調査の結果は登記に反映され
ますので、土地の表示や権利の明確化に役立ち、境界
紛争の防止などに貢献できます。

　地籍調査は市町村が実施主体となって実施します。
事業費については、国が1/2、県が1/4、市町村が
1/4を負担しますので、土地所有者の皆さんの費用
負担は原則ありません。(私有地の境界杭について、
費用を負担していただく場合があります。）
　さらに、県や市町村の負担分については、国からの
特別交付税の交付対象となるため、それぞれの実質負
担は、更に少なくなります。

　また、測量によって個々の土地が地球上の座標値で
表示されるため、災害等で現地が変化しても元の位置
を確認することができます。
　さらに、地籍調査を行えば「どこまでが誰の土地か」
が明確になりますので、各種公共工事の計画策定や用
地買収の円滑化に役立ちます。
　所有の土地については、地籍調査の際、所有者の同
意のもとに分筆することや、一定の条件をみたせば合
筆することができます。
　ただし、名義人の変更については、所有者個人で行
っていただくことになります。



　隣接の土地と自分の土地との境界を明確に知ること
が大切です。そのために、既設の境界杭等があれば事
前に確認をしておいてください。
　境界杭などの目印がない場合は、隣接の土地所有者
とよく話し合いをされ、合意の上で、土地の境界の主
要な地点に杭を埋設するようにしてください。
　もし、その土地が、山林や原野などで、雑草木が密
集している場合は、境界線を中心に１ｍ位の幅で事前
に伐採して見通しをよくし、人が自由に通れて、杭打
ちや測量ができるようにしておいてください。

　市町村の職員や測量会社の者が、一筆ごとの土地に
ついて所有者、地番、地目、境界等の現地調査を行い
ますので、その際立ち会いをお願いします。
　立ち会いをしていただかないと、境界の確認ができ
ず、｢筆界未定｣という処理となり後々トラブルが起
きることもありますので、必ず立ち会うようにしてく
ださい。

　なお、市町村では、地籍調査が円滑かつ適正に行え
るよう、実施地域内の方の中から地籍調査推進委員を
委嘱し、土地所有者の意思の疎通や現地調査の立ち会
い等重要な役割を果たしていただいています。

　測量が終わると、地籍図と地籍簿の案を作成します。
案ができあがったら皆さんにその旨をお知らせします
ので、市町村が指定する場所で、期間内（20日間）
に閲覧をしてください。
　閲覧の際は、地籍図と地籍簿の案の内容について、
誤りがないか、必ず目を通して確認をしてください。



曲がっている所
には、必す杭を
打ちます。

杭を基準に測量
を行うため、斜
線を除く点線で
囲んだ図面・面
積となってしま
います。

次の場合に、合併（合筆）する
ことができます。
　・所有者が同一人物であること。
　・地目が同じであること。
　・字が同じであること。
　・抵当権などの設定のないもの。分割する所に杭を打ちます。

　今回の調査で隣接する土地との境界が決まらなか
ったり、境界付近の草木等が伐採されず、調査や測
量ができない場合は､「筆界未定地」という処理をす
ることになります。
　筆界未定地になりますと、次のようなデメリット
が生じますので、隣接土地所有者及び地籍調査推進
委員の方ともよく話し合って、調査前までにぜひ解
決しておいてください。



　昭和26年に国土調査法が制定され、埼玉県ではそ
の翌年度から事業に着手し、令和５年度末までに、
44市町村において実施（完了９、休止14）され、そ
の着手率は70％です。また調査進度は、令和５年度
末で県全体面積3,798㎢のうち国有林等を除外した
調査対象面積3,520㎢に対して、1,149㎢を完了
し進捗率は33％です。
　なお、令和６年度は、21市町村で事業を実施して

います。
　全国的には、1,741市町村の93％が地籍調査に
とりかかっており、このうち、818市町村が現在調
査中であり、その進捗率は53％です。
　埼玉県の進捗は、都市部の多い関東地方の中では茨
城県、群馬県についで３番目ですが、全国的にみると
30番目となっております。本県の地籍調査に皆さん
のご協力をお願いします。

事業実施地域図

完了市町村

凡　例

（令和６年４月現在）

フランス、イギリスなど
ヨーロッパ諸国では、
19世紀に、
お隣の韓国でも
すでに完了しています。
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